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規制改革実施計画（抄） 

平成 29 年６月９日閣議決定 
※介護保険内・外サービスの柔軟な組合せ部分のみ

１．医療・介護・保育分野 

(1)規制改革の観点と重点事項

国民が必要とする医療・介護サービスを最大限、効果的・効率的に提供し、また、「新・

三本の矢」の「夢をつなぐ子育て支援」（待機児童解消など）・「安心につながる社会保

障」（介護離職ゼロなど）の実現に資する観点から、①介護サービス利用者の選択に資

する情報公表制度及び第三者評価の改善、②介護保険内・外サービスの柔軟な組合せの

実現、③介護サービス供給の在り方の見直し、④介護事業の展開促進・業務効率化の促

進、⑤社会保険診療報酬支払基金に関する見直し、⑥新医薬品の 14 日間処方日数制限

の見直し、⑦機能性表示食品制度の改善、⑧保育所等の利用に要する就労証明書の見直

し、⑨金融機関が設置する保育所におけるグループ企業役職員以外の子供の受入れにつ

いての周知について、重点的に取り組む。

(2)個別実施事項

①介護保険内・外サービスの柔軟な組合せの実現

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

10 

介護保険サービスと保険

外サービスの組合せに係

る新たな通知の発出と周

知 

介護保険サービスと保険外サービス（以下

「両サービス」という。）の柔軟な組合せが

適切に行われるようにするため、下記 a～c

についての検討の結論を踏まえ、地方自治体

や介護事業者にとって分かりやすくなるよ

う、一覧性や明確性を持たせた通知（技術的

助言）を発出し、周知を図る。 

a 訪問介護における、両サービスの組合せに

係る現行のルールの整理（両サービスの連続

的な提供に係るルールの明確化を含む。

No.11 の a参照） 

b 通所介護における、両サービスの柔軟な組

合せに係るルールの整備（No.12 参照） 

c 利用者の自費負担で介護保険と同等のサー

ビスを提供する場合の価格規制の明確化

（No.14 参照） 

平成 29年度検討・

結論、平成 30 年度

上期中に速やかに

措置 

厚生労働省 
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No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

11 
訪問介護サービスにおけ

る柔軟な組合せの実現等 

訪問介護について、両サービスの柔軟な組合

せが適切に行われるようにするため、 

a 両サービスの組合せに係る現行のルールの

整理（両サービスの連続的な提供に係るルー

ルの明確化を含む。）について検討し、結論

を得る。 

また、 

b 両サービスの同時一体的な提供の在り方に

ついて、下記のような課題を踏まえて検討す

る。 

・自立支援・重度化防止の阻害のおそれ 

・保険給付増加の呼び水となるおそれ 

・適正な保険給付を担保するサービスの区分 

・ケアマネジャーなどによる適切なマネジメ

ント 

a：平成 29 年度検

討・結論 

b：平成 29 年度検討

開始 

厚生労働省 

12 
通所介護サービスにおけ

る柔軟な組合せの実現 

通所介護について、両サービスの柔軟な組合

せが適切に行われるようにするため、下記の

a～cについて検討し、結論を得る。 

a 事業所への送迎の前後又は送迎と一体的な

保険外サービスの提供に係る関係法令の解

釈の明確化 

b 通所介護サービスを提供中の利用者に対

し、保険外サービスを提供する場合のルール

の在り方 

c 保険サービスを提供していない日・時間帯

における、事業所の人員・設備を活用した保

険外サービスの提供や、同一事業所内に両サ

ービスの利用者が混在する場合のサービス

の提供に係る現行のルールの整理 

平成 29年度検討・

結論 

厚生労働省 

国土交通省 

13 

保険サービスと関係する

保険外サービスに係る柔

軟な価格設定の在り方 

特定の介護職員による介護サービスを受け

るための指名料や、繁忙期・繁忙時間帯に介

護サービスを受けるための時間指定料とし

て利用者の自費負担による上乗せ料金を徴

収することについて、利用者保護などの多く

の課題や論点の整理を行う。 

平成 29年度整理開

始 
厚生労働省 

14 

利用者の自費負担で介護

保険と同等のサービスを

提供する場合の価格規制

の明確化 

法定代理受領サービスでない指定サービス

を利用者の自費負担により提供する際に、そ

の利用者から支払を受ける利用料の額と、法

定代理受領サービスである指定サービスに

係る費用の額の間に、不合理な差額を設けて

はならないことについて、不合理な差額の解

釈を明確化する。 

平成 29年度検討・

結論 
厚生労働省 

 
 


